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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第13期

第３四半期
連結累計期間

第14期
第３四半期
累計期間

第13期

会計期間
自平成31年４月１日
至令和元年12月31日

自令和２年４月１日
至令和２年12月31日

自平成31年４月１日
至令和２年３月31日

売上高 （千円） 1,097,010 1,056,360 1,600,678

経常利益 （千円） 158,359 109,993 351,146

四半期（当期）純利益 （千円） 104,641 79,283 273,853

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － 26,404 －

資本金 （千円） 286,136 286,136 286,136

発行済株式総数 （株） 8,190,000 8,190,000 8,190,000

純資産額 （千円） 1,420,946 1,672,254 1,592,971

総資産額 （千円） 2,363,181 2,447,340 2,529,755

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 12.78 9.68 33.44

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － －

自己資本比率 （％） 60.1 68.3 63.0

 

回次
第13期

第３四半期
連結会計期間

第14期
第３四半期
会計期間

会計期間
自令和元年10月１日
至令和元年12月31日

自令和２年10月１日
至令和２年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 5.69 4.86

（注）１．当社は、令和２年３月31日付で連結子会社であったFFRI North America, Inc.を清算結了したことにより、

連結子会社が存在しなくなったため、第１四半期累計期間より四半期連結財務諸表を作成しておりません。

なお、前連結会計年度までは連結財務諸表を作成しているため、第13期第３四半期累計期間に代えて第13期

第３四半期連結累計期間の連結経営指標等を記載し、第14期第３四半期累計期間及び第13期は提出会社個別

の経営指標等を記載しております。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、第13期第３四半期連結累計期間は四半期連結財務諸表を、第

13期は連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

５．１株当たり配当額については、配当を実施していないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績に関する説明

　当第３四半期累計期間におけるサイバー・セキュリティ業界は、大手ゲームメーカーが標的型ランサムウェアを

使用したサイバー攻撃を受け、個人情報や経営情報の一部が漏洩したほか、国立大学や大手決済サービス企業が不

正アクセスを受けるなど、サイバーインシデントが多発しました。海外においても不正アクセスによる情報漏洩は

増加しており、企業や組織は個人情報や経営情報の保護を強化していく必要があります。特に欧州ではGDPR（EU一

般データ保護規則）が施行されており、令和２年10月には、世界的ホテルチェーンや航空大手企業が個人情報漏洩

によって20数億円の制裁金が科されるなど、情報資産の管理・保護が重要な経営問題となっています。国内におい

ても、改正個人情報保護法が令和４年６月までに施行される予定となっています。今回の改定では、個人情報漏洩

に対する制裁金の他、悪質な違反とみなされる場合は社名が公開されるなどの罰則が追加されているため、個人情

報の取扱いや保護を重要な経営課題として再認識し、セキュリティ対策を見直す必要性が高まっています。

　このような環境の中、当第３四半期累計期間の経営成績は以下のとおりとなりました。

 

（ナショナルセキュリティセクター）

　ナショナルセキュリティセクターにおきましては、世界中で国家関連組織や防衛産業を狙ったサイバー攻撃によ

る被害が増加しており、国家安全保障におけるサイバー・セキュリティの重要性が高まっています。日本において

は、防衛省の令和３年度予算におけるサイバー関連能力強化予算を増額し、産学官の連携を強化する方針であるな

ど、引き続き需要の増大が見込まれます。当社においては、横須賀ナショナルセキュリティR&Dセンターにて国家

安全保障関連案件を受託し、セキュリティ教育及び調査・研究を進めております。

　この結果、当第３四半期累計期間におけるナショナルセキュリティセクターの売上高は52,071千円となりまし

た。

 

（パブリックセクター）

　パブリックセクターにおきましては、「政府機関等の情報セキュリティ対策のための統一基準群（平成30年度

版）」の改定に伴い、官公庁および地方自治体における需要が増大しております。さらに、デジタル庁の新設に向

けた動きや、行政のデジタル化の推進に伴うセキュリティ確保に関係省庁では予算を計上する計画であるなど、今

後も需要の増加が見込まれます。当社においては、パブリックセキュリティ専門のチームによる販売活動や、地方

自治体向けのキャンペーンを実施するなど販売パートナーと協力し、官公庁及び地方自治体へ向けた営業体制の強

化を進めております。

　この結果、当第３四半期累計期間におけるパブリックセクターの売上高は291,211千円となりました。

 

（プライベートセクター）

　プライベートセクターにおきましては、引き続き戦略的販売パートナーとの連携強化を進めたほか、FFRI yarai

Home and Business EditionのOEM提供による個人・小規模事業者向けの販路拡大など、販売パートナーとの協業体

制強化による販売拡大施策を進めております。また、セキュリティサービス案件につきましては、セキュリティ調

査・研究サービス及び車載セキュリティの関連案件を中心に実施しました。

　この結果、当第３四半期累計期間におけるプライベートセクターの売上高は713,078千円となりました。

 

　以上の結果、当第３四半期累計期間の経営成績は、売上高1,056,360千円、営業利益109,303千円、経常利益

109,993千円、四半期純利益79,283千円となりました。

　なお、当社は令和３年３月期第１四半期より非連結決算に移行しましたので、前年同四半期との比較は行ってお

りません。
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②財政状態に関する説明

（資産）

　当第３四半期会計期間末における流動資産は2,168,346千円となり、前事業年度末に比べ104,434千円減少いた

しました。主な減少要因は売上債権の回収による売掛金の減少136,324千円、敷金の返金によるその他流動資産

の減少34,904千円等であり、主な増加要因は現金及び預金の増加37,492千円、仕掛品の増加25,911千円等であり

ます。固定資産は278,994千円となり、前事業年度末に比べ22,019千円増加いたしました。主な増加要因は投資

その他の資産の増加25,608千円、有形固定資産の増加12,707千円であり、主な減少要因は無形固定資産の減少

16,296千円であります。

　この結果、総資産は、2,447,340千円となり、前事業年度末に比べ82,414千円減少いたしました。

 

（負債）

　当第３四半期会計期間末における流動負債は540,799千円となり、前事業年度末に比べ155,797千円減少いたし

ました。主な減少要因は前受収益の減少108,248千円、未払消費税等の減少22,510千円、未払法人税等の減少

19,025千円、資産除去債務の減少16,703千円であり、主な増加要因は未払金の増加5,342千円等であります。固

定負債は234,285千円となり、前事業年度末に比べ5,900千円減少いたしました。主な減少要因は長期前受収益の

減少10,893千円であり、主な増加要因は資産除去債務の増加4,993千円であります。

　この結果、負債合計は、775,085千円となり、前事業年度末に比べ161,697千円減少いたしました。

 

（純資産）

　当第３四半期会計期間末における純資産合計は1,672,254千円となり、前事業年度末に比べ79,283千円増加い

たしました。主な増加要因は四半期純利益計上による利益剰余金の増加79,283千円であります。

 

（２）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

（３）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

 

（４）研究開発活動

　当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は、114,991千円であります。

　なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（５）経営成績に重要な影響を与える要因

　当第３四半期累計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変更はありません。

 

（６）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社の運転資金需要のうち主なものは、ソフトウェア開発に伴う人件費、その開発用のパソコン及びソフトウェ

ア等の購入費用のほか、販売費及び一般管理費等の営業費用であります。これらについてはすべて自己資金により

対応しております。

　当社は、事業運営上必要な流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としております。

　なお、当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は2,053,748千円となっており、十分な財源

及び高い流動性を確保していると考えております。

　現時点では新型コロナウイルスの影響を見通すことが困難なため、上記の資本の財源及び資金の流動性について

の分析には織り込んでおりません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

　　　普通株式 24,000,000

計 24,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（令和２年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（令和３年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,190,000 8,190,000
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数

100株

計 8,190,000 8,190,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

令和２年10月１日～

令和２年12月31日
－ 8,190,000 － 286,136 － 261,136

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（令和２年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

    令和２年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,182,600 81,826 －

単元未満株式 普通株式 7,400 － －

発行済株式総数  8,190,000 － －

総株主の議決権  － 81,826 －

（注）自己株式94株は、「単元未満株式」に含まれております。

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期累計期間（平成31年４月１日から令和元年12月31日まで）については、四半期財務諸表を作成

していないため、四半期損益計算書に係る比較情報は記載しておりません。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（令和２年10月１日から令和２

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（令和２年４月１日から令和２年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(令和２年３月31日)
当第３四半期会計期間
(令和２年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,016,256 2,053,748

売掛金 185,348 49,024

製品 620 462

仕掛品 － ※ 25,911

前払費用 31,413 34,961

その他 39,141 4,236

流動資産合計 2,272,780 2,168,346

固定資産   

有形固定資産 14,741 27,449

無形固定資産 72,449 56,152

投資その他の資産 169,784 195,393

固定資産合計 256,975 278,994

資産合計 2,529,755 2,447,340

負債の部   

流動負債   

未払金 41,345 46,687

未払費用 6,644 7,716

資産除去債務 16,703 －

未払法人税等 25,239 6,213

未払消費税等 32,056 9,545

預り金 8,250 11,598

前受収益 566,357 458,109

受注損失引当金 － ※ 928

流動負債合計 696,597 540,799

固定負債   

資産除去債務 － 4,993

長期前受収益 240,186 229,292

固定負債合計 240,186 234,285

負債合計 936,783 775,085

純資産の部   

株主資本   

資本金 286,136 286,136

資本剰余金 261,136 261,136

利益剰余金 1,046,078 1,125,361

自己株式 △379 △379

株主資本合計 1,592,971 1,672,254

純資産合計 1,592,971 1,672,254

負債純資産合計 2,529,755 2,447,340
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第３四半期累計期間
(自　令和２年４月１日
　至　令和２年12月31日)

売上高 1,056,360

売上原価 177,641

売上総利益 878,719

販売費及び一般管理費 769,416

営業利益 109,303

営業外収益  

受取利息 10

受取手数料 131

補助金収入 1,000

その他 57

営業外収益合計 1,198

営業外費用  

為替差損 15

リース解約損 493

その他 0

営業外費用合計 508

経常利益 109,993

税引前四半期純利益 109,993

法人税等 30,710

四半期純利益 79,283
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【注記事項】

（四半期財務諸表作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該

見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する

方法によっております。

 

（追加情報）

　新型コロナウィルス感染症拡大の影響に関する会計上の見積りにおいて、前期の有価証券報告書の（追加情

報）に記載いたしました仮定に重要な変更はありません。

 

（四半期貸借対照表関係）

※たな卸資産及び受注損失引当金の表示

　損失が見込まれる受注契約に係る仕掛品と受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。損失

の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品のうち、受注損失引当金に対応する額は次のとおりであります。

 
当第３四半期会計期間
（令和２年12月31日）

仕掛品 928千円

 

（四半期損益計算書関係）

売上高の季節的変動

　当社の事業は、企業や官公庁を対象としており、多くの顧客の年度末である12月から３月にかけて出荷又は検

収が集中します。このため、当社の売上は12月から３月にかけて集中する傾向があります。

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
当第３四半期累計期間

（自 令和２年４月１日
至 令和２年12月31日）

減価償却費 42,827千円

 

（持分法損益等）

 

 
当第３四半期会計期間
（令和２年12月31日）

関連会社に対する投資の金額

持分法を適用した場合の投資の金額

160,000千円

184,117千円

 

 
当第３四半期累計期間

（自 令和２年４月１日
至 令和２年12月31日）

持分法を適用した場合の投資利益の金額 26,404千円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、サイバー・セキュリティ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期累計期間

（自 令和２年４月１日
至 令和２年12月31日）

　１株当たり四半期純利益金額 9円68銭

（算定上の基礎）  

四半期純利益金額（千円） 79,283

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 79,283

普通株式の期中平均株式数（株） 8,189,906

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

令和３年２月10日

株式会社ＦＦＲＩセキュリティ

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 富永　貴雄　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 清水　俊直　　印

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＦＦＲ

Ｉセキュリティ（旧会社名 株式会社ＦＦＲＩ）の令和２年４月１日から令和３年３月31日までの第14期事業年度の第３

四半期会計期間（令和２年10月１日から令和２年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（令和２年４月１日から令和２

年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＦＦＲＩセキュリティ（旧会社名 株式会社ＦＦＲＩ）の令和２年12

月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

 

四半期財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論

付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準

拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

 

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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